門真市立こども発達支援センター
指定管理者　様式集
令和４年６月
門真市　
様式第１号

　　年　　月　　日

現地説明会参加申込書

門真市長　様

次のとおり、門真市立こども発達支援センター指定管理者募集に係る現地説明会への参加を申し込みます。

	名　　称
	

	所 在 地
	

	参加者
	（役職）　　　　　　　（氏名）



	
	（役職）　　　　　　　（氏名）



	担当者連絡先
	担当者：

電　話：　　　　　

メール：

	備      考
	


※１団体につき、２名以内の参加となります。

※令和４年７月４日（月）から７月８日（金）までに電子メールでお申込みください。
電子メール：chi01@city.kadoma.osaka.jp
※当日は、募集要項、仕様書等の資料は配付しません。門真市のホームぺージから資料を印刷の上、ご持参ください。

様式第２号

 　　年　　月　　日

質　　問　　票
	名　　称
	

	担当者氏名

及び連絡先
	担当者：

電　話：　　　　　

メール：

	質問枚数
	枚（ページ番号を記入のこと）

	質問項目
	

	質問内容
	

	質問項目
	

	質問内容
	

	質問項目
	

	質問内容
	


※令和４年７月14日（木）から７月22日（金）までに電子メールでお申込みください。
電子メール：chi01@city.kadoma.osaka.jp
　※回答は、令和４年８月３日（水）にホームページで行います。
また、回答は募集要項と一体のものとして、募集要項と同等の効力を有します。
様式第３号
指定管理者指定申請書

　　年　　月　　日

門真市長　様

所在地　　　　　　　　　　　　　　　

申請者　　名　称　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　㊞
門真市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第３条の規定により、下記の公の施設に関し、指定管理者の指定を受けたいので申請します。

記
１　公の施設の名称　　門真市立こども発達支援センター
２　添付書類
⑴　申請者の概要書（様式第４号）
⑵　誓約書（様式第５号）
⑶　事業計画書（様式第６号）
⑷　共同事業体構成団体一覧表（様式第７号）
⑸　共同事業体協定書及び委任状（様式第８号）
⑹　法人等の役員名簿及び経歴のわかる書類
⑺　定款、規約、登記事項証明書
⑻　損益計算書又はこれに類する書類　過去３年分
⑼　貸借対照表又はこれに類する書類　過去３年分　

　⑽　財産目録又はこれに類する書類　過去1年分
　⑾　事業報告書　過去１年分
⑿　法人等の最近３年間の納税証明書又は未納のないことの証明書
⒀　法務局が発行した代表者の印鑑証明書
⒁　労働局の受理印のある就業規則及び具体的な金額が明記された給与規則等
　　　
　　　　　　　　　　
様式第４号　
申請者の概要書
	法人の名称
	
	代表者職氏名
	

	所在地
	

	本市にある
事業所の住所
	

	電話番号
	
	メールアドレス
	

	設立年月日
	
	法人番号
	

	沿革
	

	業務内容
	

	指定管理者の実績又は児童発達支援事業の実績
	
	年数　　　　年間

	
	
	年数　　　　年間

	本市から受託した行政委託事業
	
	年数　　　　年間

	
	
	年数　　　　年間

	申請に関する担当者

	氏名
	
	部署・役職
	

	電話番号
	
	メールアドレス
	


※行が不足する場合は、適宜追加してください。
様式第５号
誓　約　書
年　　月　　日
門真市長　様
所在地　　　　　　　　　　　　　　　

申請者　　名　称　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　㊞
　門真市立こども発達支援センターの指定管理者の申請に際し、下記を誓約します。
１　施設を指定期間にわたり、安全かつ安定的に管理することが可能なノウハウ、実施体制、経営基盤が確保されています。
２　指定管理者制度を熟知しています。
３　申請法人として、次の要件を全て満たしています。
①　地方自治法施行令第167条の４に規定する一般競争入札の参加制限要件に該当しないこと。
②　地方自治法第244条の２第11項の規定により、本市又は他の地方公共団体から指定管理を取消し又は停止された団体等については、指定取消日又は停止期間満了日から２年以上を経過していること。
③　本市から建設工事等に係る入札参加停止措置を受けていないこと。
④　直近３年間に国税（法人税及び消費税）、地方消費税、固定資産税、都道府県民税、市民税の滞納がないこと。
　⑤　会社更生法、民事再生法等に基づく更正又は再生手続を行っていないこと。また、手形交換所による取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があるなど、経営状態が著しく不健全でないこと。
⑥　当該施設の管理運営に必要な許認可等について、監督官庁から取消し又は停止を受けた団体については、取消日から１年以上、停止期間満了日から６箇月以上を経過していること。
⑦　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に掲げる暴力団や、同条第６号に規定する暴力団員又は門真市暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴力団密接関係者の利益になる活動を行う者に該当しないこと。
⑧　代表者、役員又は使用人が刑法第96条の６（公契約関係競売等妨害）又は第198条（贈賄）に違反する容疑があったとしても逮捕若しくは送検又は逮捕を経ないで公訴を提起されてから１年以上経過していること。
⑨　団体やその代表者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第３条（私的独占又は不当な取引制限の禁止）又は第８条第１項第１号（禁止行為）の規定に違反するとして、公正取引委員会や関係機関に認定された日から１年以上経過していること。
　　なお、当該誓約に違反があった場合は、それまで申請者が費やした費用を賠償することなしに、選定手続を継続する事業者の資格を本市が一方的に剥奪する権利を有することに同意します。
様式第６号
事業計画書
門真市長　様
所在地　　　　　　　　　　　　　　　

申請者　　名　称　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　㊞
１　基本姿勢
　⑴　障がい児支援に対する基本的な考え方について
	


　⑵　センターの管理運営に対する基本的な考え方について
	


２　団体の状況
　⑴　財務状況について
　経営状況を説明する以下の書類を別途ご提出ください。
　・損益計算書又はこれに類する書類　過去３年分
　・貸借対照表又はこれに類する書類　過去３年分
　・財産目録又はこれに類する書類　過去１年分
　・事業報告書　過去１年分
　※団体設立後３年未満の場合や書類が存在しない場合はこの限りではありません。　⑵　収支計画について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(円)　
	
	
	令和６年度
	令和７年度
	令和８年度
	令和９年度
	令和10年度
	計

	収入
	児童発達支援
	
	
	
	
	
	

	
	放課後等デイサービス
	
	
	
	
	
	

	
	居宅訪問型児童発達支援
	
	
	
	
	
	

	
	保育所等訪問支援
	
	
	
	
	
	

	
	障がい児相談支援
	
	
	
	
	
	

	
	計画相談支援
	
	
	
	
	
	

	
	基本相談支援
	
	
	
	
	
	

	収入合計（Ａ）
	
	
	
	
	
	

	人件費
	職員俸給
	
	
	
	
	
	

	
	職員諸手当
	
	
	
	
	
	

	
	退職共済掛金
	
	
	
	
	
	

	
	法定福利費
	
	
	
	
	
	

	
	人件費　計
	
	
	
	
	
	

	管理費
	福利厚生費
	
	
	
	
	
	

	
	旅費交通費
	
	
	
	
	
	

	
	研修費
	
	
	
	
	
	

	
	消耗品費
	
	
	
	
	
	

	
	印刷製本費
	
	
	
	
	
	

	
	光熱水費
	
	
	
	
	
	

	
	燃料費
	
	
	
	
	
	

	
	通信運搬費
	
	
	
	
	
	

	
	修繕費
	500,000
	500,000
	500,000
	500,000
	500,000
	2,500,000

	
	業務委託料
	
	
	
	
	
	

	
	損害保険料
	
	
	
	
	
	

	
	租税公課
	
	
	
	
	
	

	
	雑費
	
	
	
	
	
	

	
	管理費　計
	
	
	
	
	
	

	支出合計（Ｂ）
	
	
	
	
	
	

	　　支出合計（Ｂ）－収入合計（Ａ）
	指定管理料

	
	


※電気代は、光熱水費に含めないでください。別途本市と指定管理者との協議で定めます。
注１：指定管理料については、収入に計上しないでください。
　　注２：消費税及び地方消費税を含んだ額を計上してください。
　　　　　※指定管理料は、消費税法第６条第１項の規定により、消費税及び地方消費税は非課税となります。
　　注３：修繕費は、一律50万円（消費税及び地方消費税）で計上してください。
注４：上記は例示であり、適宜加除修正のうえ作成してください。

　⑶　実施事業の運営実績について
	


３　法令遵守・人権擁護
　⑴　法令を遵守した管理運営について
	


　⑵　人権擁護（虐待防止・身体拘束廃止）・苦情対応について
	


　⑶　個人情報の管理について
	


４　児童の特性に応じた支援の実施
⑴　児童の障がいの特性や発達に応じた支援計画の策定について
	


⑵　保護者との協働による支援計画作成について
	


　⑶　療育プログラムの考え方について（毎日通園）
	


　
⑷　療育プログラムの考え方について（個別療育）
	


⑸　保育所等訪問支援について
	


　⑹　障がい児相談支援について
	


⑺　重度心身障がい児への支援について
	


⑻　医療的ケアの実施について
	


　
⑼　児童に合わせた食事の提供について
	


　
⑽　自主事業について
	


　⑾　新規事業の実施について
	


５　事業実施の人員体制
　⑴　人員の配置について（体制図）
	※体制図の大きさは、必要に応じて適宜調整してください。



　　⑵　人材育成の取組みについて
	


６　事業の引継ぎ
　⑴　引継ぎの考え方について
	


７　地域・関係機関との連携
　⑴　地域との連携について
	


　⑵　関係機関との連携について
	


８　安全管理・衛生管理
　⑴　安全管理に関するマニュアルの作成について
	


　⑵　衛生管理に関するマニュアルの作成について
	


９　業務の再委託
　⑴　第三者に再委託を予定している業務について
	


様式第７号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       

　年　　月　　日
共同事業体構成団体一覧表

	１．共同事業体名
	

	２．施設名
	門真市立こども発達支援センター

	３．構成団体等
	代表となる団体

	
	名称
	

	
	所在地
	

	
	代表者職氏名
	

	
	電話番号
	

	
	メール
	

	
	主な担当業務
	

	
	共同事業体の構成団体間における指定管理業務に係る各団体の役割、経費に関する連帯責任の割合
	％

	
	構成団体

	
	名称
	

	
	所在地
	

	
	代表者職氏名
	

	
	電話番号
	

	
	メール
	

	
	主な担当業務
	

	
	共同事業体の構成団体間における指定管理業務に係る各団体の役割、経費に関する連帯責任の割合
	％

	
	構成団体

	
	名称
	

	
	所在地
	

	
	代表者職氏名
	

	
	電話番号
	

	
	メール
	

	
	主な担当業務
	

	
	共同事業体の構成団体間における指定管理業務に係る各団体の役割、経費に関する連帯責任の割合
	％


様式第８号
年　　月　　日

共同事業体協定書及び委任状
門真市長　様
共同事業体名
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者　名　称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　門真市立こども発達支援センターの指定管理者の公募に参加するため、募集要項に基づき、共同事業体を結成し、門真市との間における下記事項に関する権限を代表者に委任して申請します。
　なお、当該施設の指定管理者に指定された場合は、各構成団体は指定管理者としての業務の遂行及び業務の遂行に伴う当該共同事業体の役割、経費に関する連帯責任を負います。
	共同事業体の名称
	

	共同事業体の代表者（受任者）
	所在地
団体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞

	共同事業体の構成団体（委任者）
	所在地
団体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞

	
	所在地
団体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞

	共同事業体の成立、解散の時期及び委任期間
	令和　　年　　月　　日から指定管理者の指定終了後3箇月を経過する日まで。ただし、指定管理者とならなかった場合は、直ちに解散します。

	委任事項
	１　指定管理者の指定の申請に関する件
２　協定締結に関する件
３　経費の請求受領に関する件
４　契約に関する件

	その他
	１　協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することはできません。
２　協定書に定めのない事項は、構成団体全員により協議することとします。


※共同事業体を結成して公募に参加する場合は、この様式を提出してください。
